
政府における成長戦略の検討について

(出典）日本成長戦略会議（第2回）（令和７年12月24日）資料を一部加工

情報通信分野における主要な製品・技術として以下の３つを選定
①オール光ネットワーク（APN）、②海底ケーブル、③次世代ワイヤレス（非地上系ネットワーク、5G/Beyond 5G（6G) 等）
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構成員

関係行政機関
内閣府、文科省、経産省、防衛省

大野 英男 国立研究開発法人情報通信研究機構理事長
木村 朝子 立命館大学情報理工学部教授
クロサカ タツヤ 慶應義塾大学大学院政策・メディア研究科 特任准教授
櫻井 美穂子 国際大学国際経営学研究科准教授
高橋 利枝 早稲田大学教授／ケンブリッジ大学

「知の未来」研究所アソシエイト・フェロー
滝澤 美帆 学習院大学経済学部教授
田中 邦裕 さくらインターネット（株） 代表取締役社長
中谷 昇 日本電気株式会社執行役 Chief Security Officer
長谷川博和 早稲田大学商学学術院大学院経営管理研究科教授
藤井 威生 電気通信大学先端ワイヤレス・コミュニケーション

研究センター教授
宮川 暁世 （株）日本政策投資銀行 調査・研究本部 産業調査

部長
森川 博之 東京大学大学院工学系研究科教授

議長 総務大臣
議長代理 総務副大臣、総務大臣政務官

体制 これまでの開催状況
第１回（令和８年１月３０日）
 DXイノベーション加速化プラン2030に係る対応状況
 今後の進め方
 意見交換

第２回（令和８年２月２０日）
 事業者等ヒアリング・意見交換
・トヨタ自動車株式会社
・ＮＴＴ株式会社
・ＫＤＤＩ株式会社
・日本電気株式会社
・富士通株式会社、１ＦＩＮＩＴＹ株式会社
・株式会社Preferred Networks
・ＬＱＵＯＭ株式会社
・一般社団法人情報通信ネットワーク産業協会

第３回（令和８年２月２６日）
 事業者等ヒアリング・意見交換
・一般社団法人ICT-ISAC
・株式会社ティアフォー
・ソフトバンク株式会社
・楽天モバイル株式会社
・プラネットセンス株式会社
・株式会社村田製作所
・国立研究開発法人情報通信研究機構
・株式会社海外通信・放送・郵便事業支援機構

第４回（令和８年３月２３日）
 取りまとめ素案、官民投資ロードマップ案についてオブザーバー

 関連団体、関連企業

（参考）情報通信成長戦略官民協議会
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